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第９回 コスト等検証委員会 議事概要 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 

１ 日時： 平成 24 年 3 月 14 日（水）13:00～15:13 

 

２ 場所： 中央合同庁舎４号館 共用 1208 特別会議室 

 

３．出席者： 

  委員長  石田 勝之    内閣府副大臣（国家戦略担当） 

委  員  秋池 玲子  ボストンコンサルティンググループ 

パートナー＆マネージング・ディレクター 

秋元 圭吾  財団法人地球環境産業技術研究機構 

ｼｽﾃﾑ研究ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｸﾞﾙｰﾌﾟﾘｰﾀﾞｰ・副主席研究員 

阿部 修平    スパークス・グループ株式会社 

                            代表取締役社長／グループ CIO 

植田 和弘  京都大学大学院経済学研究科 教授 

大島 堅一  立命館大学国際関係学部 教授 

荻本 和彦  東京大学生産技術研究所 人間･社会系部門 

エネルギー工学連携研究センター 特任教授 

柏木 孝夫  東京工業大学ソリューション研究機構 

先進エネルギー国際研究センター 教授 

笹俣 弘志  Ａ．Ｔ．カーニー株式会社 パートナー 

松村 敏弘  東京大学社会科学研究所 教授 

 

４．議題：１．エネルギーミックスに関連するコストの検討について（報告事項） 

２．発電原価について（討議事項） 

３．社会的費用について（討議事項） 

４．マクロ的なコストについて（討議事項） 

５．その他 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 
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（開始時刻 13 時 00 分） 

○石田委員長 定刻となりましたので、これから第９回「コスト等検証委員会」を開催し

たいと思います。本日も御多用の中、御参集をいただき、誠にありがとうございます。 

 本委員会につきましては、昨年 12 月に報告書をまとめた後、12 月 22 日から本年２月 20

日までの間、日本初の Call for Evidence という形で、国民各層からの意見を募ってきま

した。その結果、16 の個人団体から多岐にわたる御意見をいただきました。本日はそれら

のいただいた意見について、各委員に御議論をいただきたいと思います。 

 また、12 月の報告書において、エネルギーミックスの選択肢ごとに試算すべきとされた

系統安定費用などについて、各審議会等で選択肢の議論が進みつつある中、その算出方法

なども議論をいただきたいと思います。 

 では、早速ですが、議事を始めたいと思います。本日は御議論いただく項目を①発電原

価、②社会的費用、③マクロ的なコストの大きく３つに分けております。 

 それでは、まず、事務局より Call for Evidence の結果と本日議論をしていただく項目

の全体像を紹介してもらった上で、続いて、発電原価に関する説明をお願いいたします。 

○国家戦略室 それでは、説明させていただきます。 

 資料１－１をごらんいただければと思います。Call for Evidence の結果ということで、

今、委員長からお話がありましたとおり、昨年 12 月 19 日に第 8 回委員会が終わりまして、

３日後の 22 日にホームページに掲載させていただきました。本年２月 20 日までやらせて

いただきまして、情報提供件数 16 件、８つの団体、個人８名の方々に御提供いただきまし

た。 

 今回、Call for Evidence という形でエビデンスを付けてお願いした結果、各意見の中

に出典、論拠ですとか、実際の計算式、公開しているモデルを使った計算式も併せて御提

供いただいております。それの全体像につきましては、参考資料１ということで全体を配

らせていただいていますので、これが生のデータですが、今回はこれを我々なりに整理分

類して先生方に御議論をいただきたいと考えてございます。 

 今回御議論をいただくに当たりまして、資料１－２にエネルギーミックスに関連するコ

ストという大きな概観で分けた上で、それぞれ御議論をいただこうと思っております。大

きく発電コスト、発電原価、俗にいう資本費、燃料費、運転費の部分と、社会的費用とい

う、今回新たに出た費用の部分にまず大きく２つに分けて塊をつくってございます。その

中で、これから御議論いただく各項目を並べさせていただいております。これとは別に、

前回の報告書等でシナリオができたところでの議論となっている系統の費用。あるいはシ

ナリオごとの省エネの費用といったものも御議論いただきたいということで、それがマク

ロ的なコストということで整理しております。 

 その中に大規模なインフラ費用というので、例えば 50・60Hz の問題ですとか、直流送電

網の問題というのがございますが、これらにつきましては、現在、総合エネ調の下で各委

員会等に御議論いただいていますが、そういったところでの検討ということで整理させて
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いただいております。 

 このほかにコストとしてエネルギーミックスに関しての一つの選択肢を考える上での重

要な要素ではあるものの、コスト算定が難しいといったものにつきましては、国際的責任

や将来世代への負担といった問題がありますが、これはなかなかコストという形ではなく

て、選択肢ごとに定性的に考慮されるのかなと整理しておりますので、今日は上の発電原

価の部分、社会的費用及びマクロ的なコスト。この３つの大きな塊ごとに御議論をいただ

ければと思ってございます。 

 早速ですが、発電原価に当たる部分、資料２－１という横のパワーポイントの資料があ

るかと思いますが、これについて、御説明させていただきたいと思っております。 

 ２ページ、割引率の考え方につきましては、前回各委員で御議論をいただいたときにも

出ましたが、どの割引率がということで、情報提供者の①エネルギーシナリオ市民評価パ

ネルからは３％が基準ではなくて、１％程度で評価するべきかと。また、逆に１～５％で

は低過ぎるといった御意見もございますし、原子力のバックエンド事業のようなものにつ

いては、割引率を限りなく低くすべきといった御議論をいただきました。それぞれにつき

まして、下の方に事務局としての整理を書かせていただいております。 

 １％というのは今回十分試算しておりますので、それについての試算は比較したものを

次のページに載せてございますが、こういった形で既にデータも出ております。これをど

ういう形で比較するかというのは、その比較するタイミングで使っていただければと思っ

てございます。 

 ②につきまして、事業収益を考えてという御指摘につきましては、今回の割引率は個別

の事業収益とは別という整理でお答えさせていただいています。 

 ③につきましては、ここでも御議論がありましたとおりの整理、報告書に書かれている

回答となっています。ここで誤字がございまして、２列目の「準」が間違っております。

また、「選考」も間違って「選好」でございまして、申し訳ございません。今回の割引率の

考え方について、整理してお答えしております。 

 最後に「①、②、③のいずれについても、現在の報告書の内容を変更する必要があるも

のではない」ということで結論づけておりますが、今回整理するに当たりまして、大きく

４つのカテゴリーで最終的な結論を整理させていただいております。 

 １つがこういう形で現在の報告書の内容を変更する必要があるものではないというもの

と、いただいた御提案については参考値として報告書の中で示すことが適当というものと、

報告書自身の内容に追加することが適当なもの。及び今、新しいデータはないものの、今

後新しいデータが出れば、報告書に反映させる。この４つの分類に整理させていただいて

おりますが、最初の部分は内容を変更する必要があるものではないという結論にさせてい

ただいてございます。 

 ４ページ、建設期間中のコストにつきまして、建設中の利子をコストに含めるべきでは

ないかという御議論。建設費の費用の考え方につきまして、減価償却費を割り戻すという
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現在のやり方ではなくて、実際の支払いの発生年度、すなわち稼働前のお支払いとして整

理するべきではないかという御議論。あとは原子力発電所の場合は建設遅延が起きるので、

その遅延している間は火力のコストを乗せるべきではないかという御議論でございます。 

 ①の御指摘が大学院生からの御指摘でございます。②の減価償却費を割り戻すことが適

切ではないという御指摘は、日本風力発電協会の方からの御指摘。③の建設遅延による火

力代替のコストの話は、エネルギーシナリオ市民評価パネルからの御指摘でございます。 

 ①、②につきまして、まとめて回答させていただいております。今回試算するに当たり

ましては、減価償却の費用をコストと見て割り引くという形で試算を行っておりましたけ

れども、一方、建設中の利子を考慮している試算もございますので、今回どういうふうな

形でその建設費用が出るのかという前提を行うのは難しいのですが、前回の報告書の別添

６で計画から稼働までの期間の一応の参考値を出しておりましたので、それの期間中に建

設費用が同額かかっていくという仮定で試算をしてみました。 

 それが５ページになります。下が減価償却のこれまで使っていた数字で、建中利子を考

慮しますと、資本費の高いものが高めに出るという結果になってございます。これ自身、

参考値として示してはどうかと考えてございます。 

 ③の火力代替のコストの話につきましては、今回の試算では、2010、2020、2030 の稼働

開始のモデルプラントを想定したものという整理にさせていただいておりますので、建設

遅延の部分のコストは、建設期間の長さということで反映されることはあっても、稼働し

たモデルプラントのコストということで、この結果に反映させるのは適切ではないという

ことで、結論としては、①、②を反映した建設期間中のコストをやってみた試算値という

のは参考値として示してはどうか。③につきましては、現在の報告書の直接の内容を変更

する必要はないと整理させていただいております。 

 ３つ目でございますが、新しい安全規制に対応したコストはどう考えるのか。これは特

段 Call for Evidence で御指摘があったわけではなくて、報告書の中でその下に書いてご

ざいますが、「追加安全対策については、事故リスクとの関係性を精査すること、安全規制

との関係を整理したうえで新たな安全規制が明らかになればその効果を勘案することが考

えられるが、現時点」、すなわち報告書を出した時点「では、双方とも回答できる状況にな

いため、今後の課題として整理した。」ということで、今後の課題となっておりましたので、

それにつきまして、このタイミングでどうするかというのを整理させていただきました。 

 下に書いていますが、新たな安全規制の動きにつきましてですけれども、炉規制法の改

正を受けて、新たに設置される原子力規制庁という中で、新しい安全規制が整備される予

定にはなってございますが、現時点では、その内容は明らかでないということで、追加的

なコストにつきましては、新しい安全規制が明らかになったところで見直すということで

整理をさせていただいております。 

 続きまして、①は国会での質疑でこういう御指摘がありましたので、御紹介しておりま

す。米国での原子力発電所での建設単価が上昇傾向だというのを指摘されている米国のク
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ーパという方の論文でございまして、これを引かれて日本においても今後上昇するという

ことで、2030 年の単価を出すべきではないかという御指摘がございました。また、大学教

授の方からは、通常、廃炉に係る期間については日本の実績を考えれば 20 年、かつ、費用

も実績を踏まえれば 7,000 億円、という御指摘をいただいております。 

 これはそれぞれにつきまして、①につきましては、今回、コスト等検証委員会では 35

万円/kW という建設単価を使っておりますが、上昇する可能性が指摘されておりますが、

今回は横置きということで 2030 年もさせていただいております。それはいろいろな要素が

ございまして、増加要因のほか、下がる要因もあると言ったような御指摘もありましたが、

今回は横置きにしております。ただ、感度分析を行ってみようということで、感度分析を

行ったのが、この右側のグラフでございます。 

 同様に廃炉につきましては、現在入れているコストは廃炉用の積立金のお金を費用とし

て入れておりますが、実績につきましては、廃炉の実績自身、まだ特に軽水炉のもので一

般的なものではないということで、上下する可能性というのも御指摘されておりましたの

で、これも感度分析を行ってみました。それが下のグラフでございます。コスト委員会の

場合は 680 億円と推定しておりますが、ここから右上がりになれば、単純に上がっていく

という図でございます。いずれも参考値として示してどうかというのが事務局の整理でご

ざいます。 

 ９ページ、原子力の設備利用率の御指摘でございます。これも上下両方ございまして、

①原子力の設備利用率、個人の大学生の方、または同様の指摘がエネルギーシナリオ市民

評価パネルの方からございましたが、70％を報告書のまとめ的なところに使っているのに

対して、60％台、あるいは 50％というのが適切ではないかという御指摘。 

 ②は個人の方ですけれども、逆の御指摘でございまして、世界の趨勢、原子炉の高性能

化を比べれば、80％、90％で見るべきだということ。 

 ③につきましては、設備利用率の低下に伴う火力代替のコストというのを勘案すべきと

いうことで、これはエネルギーシナリオ市民評価パネルの方から御指摘をいただいてござ

います。 

 これにつきましても、この委員会では 10％、50％、60％、70％、80％というそれぞれの

数値で試算をしております。ですが、今回御指摘を受けて 90％も含めて、ずっと感度分析

を取って見ると、こういう形の数字になるというのは参考値として示してはどうかという

のが整理でございます。 

 ③の設備利用率低下に伴う火力代替のコストにつきましては、今回の試算ではある設備

利用率の基準があって、それより下がるとコストがかかる。上がるとコストが下がるとい

った考え方は取っておりませんで、あくまでもモデルプラントの設備利用率について、複

数の場合で試算をするということになっていますので、ここで御指摘の設備利用率の低下

に伴う火力代替のコストという考え方はなじまないと考えられますので、この御指摘につ

きましては、現在の報告書の内容を変更する必要があるものではないという整理にさせて
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いただいてございます。 

 続きまして、再処理における核物質再利用率の御指摘でございまして、これは新聞報道

でもございましたので、あえて取り上げさせていただいています。10 ページに報告書にお

ける整理ということで、第６回のコスト検証委員会で、そのウラン燃料を使って発電をし

た場合、その後に再処理した場合の再利用率につきましての記述がございましたので、そ

れにつきましては原子力委員会の方から御説明をいただきたいと思います。 

○原子力委員会 原子力委員会の事務局の中村と申します。御説明させていただきたいと

思います。 

 10 ページの資料でございますけれども、まず１点、記述にミスがございましたので、そ

こを訂正させていただきたいと思います。 

 資料におきましては、前回御紹介をしましたときには、ここに書いてありますように、

プルトニウムと回収ウランを混ぜて MOX 燃料をつくると書いていたのですけれども、星印

を付けておりますように、回収ウランではなくて、劣化ウランの誤りでございます。申し

訳ございませんでした。 

 その上で再処理による核物質の再利用率についての御説明ですけれども、お手元にお配

りしております資料２－２で御説明させていただきたいと思います。 

 ２ページ、使用済燃料というのは、燃焼度によって中に生まれますプルトニウムの組成

が変わってきます。45,000MWd/t という平均的な BWR 用の使用済燃料中の核分裂性プルト

ニウムの量が重量比で約 0.5％でございます。したがいまして、１t の中に約５㎏の核分裂

性のプルトニウムが入っているということになります。 

 一方、原子炉に入れる MOX 燃料は、核分裂性プルトニウムの量を約３％とすることにな

ってございまして、これは３ページにあります申請書に記載があるとおりでございます。

５kgのプルトニウムから３％の負荷度の MOX燃料はどれくらいの量ができるのかという計

算をした結果、170kg の MOX 燃料が製造できるということでございまして、BWR の場合には

大体 1,000kg の使用済燃料から 170kg の MOX 燃料ができることになります。 

 同じような計算が 4 ページ、5 ページでは PWR の例で書かせていただいてございます。

この BWR の例と PWR の例を平均しまして、使用済燃料 1,000kg から約 150kg の MOX 燃料が

製造できるという根拠となってございます。 

 以上です。 

○国家戦略室 続きまして、資料２－１の 11 ページ、化石燃料関係の為替レートの御指摘、

燃料価格の御指摘に移らせていただきたいと思います。 

 ①円安による化石燃料の影響度を御指摘いただいております。これは個人の方からの御

指摘でございます。 

 ②中長期にわたって為替レートを妥当な値で設定することは困難ではあるが、高いケー

スと低いケースで示すべきではないか。これはエネルギーシナリオ市民評価パネルの方か

らの御指摘でございます。 
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 ③は我々の事務局の問題意識としては、為替レートや燃料価格について、最新のデータ

を使うべきではないかという点について、我々なりに整理をさせていただいております。 

 ①、②、円安及び為替レートの変更の可能性は勿論ございまして、それによって発電コ

ストが、特に化石系の場合は大きな影響を受けるというのも事実でございます。それに関

しまして、影響をグラフにしていたものが、左下が為替変動によるコスト変化でございま

す。石油化力系が円安になると右上がりになるというのがわかる。そのグラフになってご

ざいます。右側が実際の為替変動の状況を書かせてございますが、これにつきましては感

度分析の結果として、参考値として示してはどうかと考えております。 

 ③につきましては、現在の試算は直近のデータということで、2010 年度のデータを使わ

せていただいております。基本的には新しいデータが出た場合には、順次対応をすること

が本委員会の趣旨と合うと考えておりますので、2011 年度ベースの数字が出たところで、

2011 年度ベースの数字を使うのが妥当かなと思っておりますので、これは本年 4 月以降に

出たところで試算をやり直してはどうかと考えてございます。 

 続きまして、石油火力の発電コストにつきまして、これは石油連盟の方から御指摘をい

ただいております。発電コストを比較するときには、稼働率の前提をそろえるべきではな

いか。 

 ②につきましては、発電効率について、最新式の技術を前提にすべきではないか。 

 ③につきましては、燃料費の見通しについては右上がりになるというものではなくて、

現時点のものをそのまま将来についても適用すべきではないか。 

 ④につきましては、石油火力は天候に依存しない。自由にコントロールできるという意

味で、太陽光発電と単純に比較する記述は不適切ではないかという御指摘をいただいてご

ざいます。 

 まず、①の稼働率につきましては、設備利用率ということで、5 条件でコストの試算を

行っております。その上で報告書にもありますとおり、幾つのケース、幾つかの特性に分

けて、それぞれ相対的にピーク電源に向いているか。それぞれの電源の特性を整理してお

りますので、すべてのデータも載せておりますし、この特性を踏まえて評価を行っている

ということを前提で御理解をいただければと考えております。 

 ②の発電効率につきましては、これまで石油火力の場合、近年リプレース・新設がない

ゆえに実績がなかったために、確かに最新技術等を反映した技術にはなっておりません。

他方、指摘があったとおり、最新型の石炭、LNG の火力の技術というのが石油火力にも使

えるという前提で発電効率を推定するということは、それなりに説得力があるだろうとい

うことで、発電効率を上げた形での発電コストを試算して見ております。 

 ③につきましては、燃料費に見通しというのは、勿論いろいろな可能性があるわけです

が、報告書においては議論をした上で、IAEA のシナリオを使っているということで、それ

よりも一定にした方がいいというふうには考えられないので、元の報告書の考え方でいい

のではないかと考えてございます。 
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 また、④の御指摘については、ここでも御議論がありましたけれども、ピーク電源とピ

ーク的な電源ということで比較の対象として、あえて太陽光と石油を比較した記述をして

おりますが、勿論その間の差というのには留意が必要だという前提で考えております。し

たがいまして、②の発電効率のところは、LNG、石炭と同様に報告書の内容として考えても

いいのではないかと考えております。残りの３点につきましては、報告書の内容を直接変

更する必要はないと整理させていただいております。 

 洋上風力の電源コストにつきましては、報告書にも書いてありますとおり、これが高く

なるのではないという点については留意が必要であるということを回答させていただいて

います。これは個人の方からの御指摘ですが、そのように考えています。 

 地熱の点につきまして、多くのところから御指摘をいただいております。日本地熱開発

企業協議会、個人の研究員の方、あるいは地熱技術開発株式会社から議論をいただいてお

ります。 

 ①地熱発電についての特殊性、初期段階の資源探査のリスク、あるいは山間遠距離地域

にあることによる送電線接続の問題、１本当たりの蒸気流の差になってコストが変わると

いう点が御指摘されています。また、データとして実際の掘削の本数等について明示され

ていないので、実際の評価が難しいという御指摘もございました。 

 ポテンシャルの問題につきまして、③、④、⑤とそれぞれ特に傾斜掘削の考え方につい

ての御議論がありましたので、それについて回答させていただきます。 

 ⑥も同様にポテンシャルの議論でございます。①のア、イ、ウにつきましては、それぞ

れの御指摘のとおり。初期投資の調査費用のリスク、立地場所に伴う系統からの問題、あ

るいは個別地点ごとの差は、報告書でも書かれているとおり、留意しなければいけない点

と認識しております。 

 ②のデータにつきましては、今回の想定を書かせていただいておりまして、諸元データ

に載っているものを更に深く紹介させていただいております。還元井及び補充井について

のそれぞれの推定の前提を書かせていただいております。 

 ③のポテンシャルの数字につきましては、導入ポテンシャルという定義をどういう形で

考えているか。今回はあくまでも開発不可地を除いて算出したものというのが導入ポテン

シャルであると、この報告書では整理させていただいておりますので、御指摘のあった中

間報告における 425万 kWを導入ポテンシャルとして用いているという御説明をさせていた

だいております。上の方では地域資源量という形を書いておりますが、これが我々の整理

でいくと、導入ポテンシャルと整理していいのではないかというのが今回の考え方でござ

います。 

 また、④、⑤、⑥はポテンシャル、特に傾斜掘削 1.5 ㎞の考え方につきまして、まとめ

て考えておりますが、あくまでも今回はポテンシャルの整理、過去の環境省、経済産業省、

農林水産省の数字の整理ということで、その成果を記載してございます。今回は傾斜掘削

の 1.5km がどうかという御指摘はありますが、これ自身は環境省の調査において、実績が
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1.4km というのを前提に環境省の方で調査されたものと理解をしておりまして、この数字

はこのまま使うということをやらせていただいています。ただ、次のページに書いてござ

いますが、今後、状況変化で導入の新たな試算値が出れば、導入ポテンシャルの見直しを

行うことも考えられるかと考えております。 

 太陽光のメガソーラーのコストとポテンシャルの点につきまして、日本アジアグループ

株式会社さんの方から御指摘をいただいております。 

 ①が太陽光の特性につきまして、土地の賃借料の影響等について御指摘をいただいてお

ります。また、外形標準課税が計算されていないのではないか。太陽光パネルの出力の減

衰についてはどう考えているのか。人件費について、もつとかかるのではないかという御

指摘。導入ポテンシャルの０kW となっているのではないという御指摘がそれぞれございま

した。 

 ①土地代につきましては、今回、報告書全体ではモデルケースを設定できないというこ

とで含めていませんが、メガソーラーにつきましては、荻本委員からの御指摘もあり、試

算値を出させていただいておりますので、それを御参照いただければと考えます。 

 外形標準課税につきましては、発電コストの試算には収入を加えていない。よって収入

に課される外形標準課税も発電コストには含めてございません。また、経年劣化率ですが、

これは実際に調べてみると幾つかデータがございまして、低下が認められるというものも

ございますし、実は低下しないんだというものもございまして、そういう意味では確立し

たデータの存在が難しいということで、今回の発電コストの算定では、経年劣化率を考慮

するのは難しいと考えてございます。 

 また、管理防災上の監視体制に関する人件費、または雑草を抜くといったような管理に

つきましては、関係事業者へのインタビューを含めて、諸費及び業務分担比という形で入

れてございます。 

 最後の０kW は、多分ごらんいただいた数値の問題ですが、今回整理した導入ポテンシャ

ルではなくて、導入可能量の数字でございます。あくまでも環境省の調査時点では、コス

トの状況も違ったりしていまして、導入可能量の数字としても今段階でこの数字がそのま

ま当てはまるかというと、そうではないかもしれません。 

 いずれにしても、例えば今、議論されています FIT 法の議論につきましては、この調査

自身がそれの予断を与えるものではないというのが事務局の考え方でございまして、いず

れにしても現在の報告書の内容を変更する必要があるものではないと考えてございます。 

 バイオマスの収集運搬コストにつきまして、建設業の工事の方から御指摘がありました。

間伐材の収集運搬コストを発電コストとして入れているが、間伐材を集めるということは

いろいろなメリットがある。そういうものも含めて、コストというのを整理すべきではな

いかという御指摘でございます。確かに外部経済効果は期待されるというのがあるのです

が、これ自身は定量的な算出も難しい。他の電源でも同じような外部経済効果につきまし

て、カウントをしていないということで、今回も発電コストの試算に含めることはしない
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ということでどうかと考えてございます。 

 燃料電池に関しまして、設備利用率及び発電効率についての御指摘がございました。JX

日鉱日石エネルギー株式会社及び化学工学会有志メンバー、または建設業の方からのそれ

ぞれの御指摘でございます。 

 まず JX 日鉱日石エネルギー株式会社からの御指摘ですけれども、設備利用率は今回、燃

料電池 46％でさせていただいています。これに対しまして、SOFC では例えば 75％という

結果が得られているというので、75％を使ってはどうかという御指摘でございます。また、

発電効率につきましても違った数字。今回、報告書で使ったのは、ここに御指摘のあると

おり、2010 年はロードマップに基づいて PEFC の数字、2020、2030 は PEFC と SOFC の平均

値というのを使ってございますが、御指摘としては 2010 年は実際にこの JX さんの方でや

られている実績、2020、2030 は SOFC の発電効率を使うべきではないかというのが①の御

指摘でございます。 

 ②につきましては、発電効率が向上することで、電気の生産に伴う熱回収量が減少し、

それによって運用があるということで、稼働率が上がるのではないかという御指摘でござ

います。 

 ③これも 2011 年に販売開始された SOFC での発電効率の御指摘を踏まえた数字にするべ

きではないか。更にそれが 2020、2030 で上がっていくのではないかという御指摘でござい

ます。 

 ①のところは、下の情報提供に関する考え方でございますが、SOFC は 2011 年に販売を

開始されておりまして、厳密に言って 2010 年時点の発電設備としては扱えないということ

で、2010 年の数字はこれを使ってございません。その上で 2020、2030 をどう見るかなん

ですけれども、PEFC と SOFC の需要動向を現時点で見極めて、SOFC だけを使うというのは

難しいということで、今回は平均値というのを使わせていただいております。 

 発電効率につきましても、JX 日鉱さんの実績のみを使うのも難しいだろうということで、

現行の今回の試算値のままでどうかというのが事務局としての考え方でございます。 

 ②の発電効率が向上することに伴う設備利用率の向上というのは、御指摘のとおりの部

分もありますので、それを踏まえて設備利用率を考えて、2020 年 52％、2030 年 60％とし

た場合の計算をしてみました。そうすると発電コストはそれぞれ 2020 年に 18.6 円/kWh、

2030 年には 9.9 円/kWh となりますので、これについては参考値として示してはどうかと考

えてございます。 

 ③につきましては、あくまでも NEDO のロードマップを基に試算しておりますので、今回

の試算をこのまま扱わせていただくのが妥当ではないかと考えてございます。 

 最後になりますが、分散型エネルギーにつきまして、JX さん、化学工学会から、分散型

のメリットというのを考える、特に送電ロスというのを考慮して比較をすべきではないか

という御議論でございました。これにつきましても、この委員会でも御議論がありました

が、今回のコスト試算では電源の特性ということで、基本的にはモデルプラントの送電端
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の数字を使わせていただいております。その上で需要サイドの発電についても、その発電

用の燃料調達費を使うことで、条件をそろえているというのが認識でございます。 

 その上で今回、送電ロスを考慮した試算ができないかなというトライをしてみたのが下

の表でございまして、送電ロスとを考慮した結果、その分、分散型、例えば燃料電池ある

いはコジェネ、ガスコジェネにつきましては、需要側の電源も燃料価格を変えて、それは

需要側の電源で燃料が得られるという前提で比較したのが下の数字でございます。若干、

価格変更をした部分で上がっている部分がございますが、こういう比較になってございま

して、これも参考値として示してはどうかと考えております。 

 長くなりましたが、以上でございます。 

○石田委員長 ただいま事務局から御説明をさせていただきました。皆様、御質問、御意

見等はございますでしょうか。 

 秋元委員。 

○秋元委員 どうもありがとうございます。幾つかあるんですけれども、ここの方針が若

干、今ひとつよくわからなくて、場合によっては感度解析として、参考値として入れると

いう話もありますし、一方で感度解析を取ってもよさそうなのに、なぜか入れなかったも

のと、そこの基準をどうされたのかなというのが少し明確にわからなかったところがあっ

たというのが大きいところです。 

 具体的に申し上げますと、例えば原子力の建設単価のところに関して感度解析をしまし

たと。方針としては参考値として示しますというお話で、あとは廃炉費用に関しても感度

解析を行って、それを示しますということです。 

 例えば建設単価の話ですと、ここで例で出ているのは米国での話で、説明書きには直接

そのまま利用できるわけではないという記述をされているので、そこは正しい話だと思い

ますけれども、そうであれば、参考値として入れる方針をどういう判断基準をもって、そ

こは入れて、例えば別のところでいきますと、太陽光のパネルの劣化に関して指摘があっ

たのに、そこに関しては感度解析もせずに入れないという話だったと思うんです。そこの

切り分けがなぜそちらを取って、片方は取らなかったのか。その辺の筋書きが必要なので

はないかという感じがしました。 

 基本的には、我々は前の報告書では、蓋然性が高いものをなるべく集めて整理したと思

いますので、感度解析自体を入れることは、必ずしも反対ではないんですけれども、余り

むやみに入れると、国民の広い人からぱっと見たときに、どこが蓋然性が高い話かという

のがぼけてくる可能性もあるので、余り何でもかんでも感度解析に入れて、ここで示され

るのはいいんですけれども、報告書として入れるというのは参考値だからといって、後々

そこだけを取られるという話もあるので、入れるならもうちょっとその全体がフェアな形

というか、いろいろと御指摘があった部分をフェアに取って入れるという話も必要だろう

と思います。 

 逆に言うと、出てきた数が 16 件といって必ずしも多くなくて、もっと実際には御意見が



12 

 

あったと思いますけれども、そのうちで出された部分だけで感度解析を取って入れるとい

うのもどうかなという感じがするのが率直な感想です。それが全体です。 

 個別に細かい点でいきますと、８ページの廃炉費用の右下のグラフは、680 億円という

のはコスト等検証員会で、線を引いてあるところは 1,000 億円くらいのような気がします

が、ここは線の引き方を間違えているという理解です。 

 9 ページは原子力の設備利用率の感度解析をされていて、これは参考値として示すとい

うことでしょうか。実際には報告書の中でも感度解析の結果がたしか図 13 だったと思うん

ですけれども、要はそこでは原子力の設備稼働率 10、50、80 で、ほかの電源に関しても石

炭、LNG、石油、地熱という形でフェアに稼働率を変えて整理がなされていて、既にそこが

入っているのに、ここであえて原子力だけを参考値として示すということの意味が少しよ

くわからなかった。実際にはデータはもともとすべて入っていると思いますし、その辺を

お聞きしたい。 

 例えば石油の稼働率の話があったと思います。石油の稼働率が低いという話があって、

私も報告書をまとめるときにうっかりしていたんですけれども、方針としては確かに稼働

率をなるべくそろえて比較するという方針でいったと思うんですが、石油だけかなり稼働

率の低いものを全部は計算しているわけですが、サマリーのグラフは非常に目が行くので、

そこだけ石油の稼働率を小さく取っているというのはどうかなという感じがして、御指摘

があるのはごもっともかなという感じはしました。 

 ここでの御指摘の中で、ピーク電源のところで太陽光と石油を比較するという話も議論

はあったわけですけれども、報告書の記述を見ると、報告書の 64 ページの④に、確かに太

陽光の費用と石油の費用を比較したような形に書かれているわけですが、太陽光と石油は

役割が違っていて、同じピーク的な発生するところの電源という意味では、こういう形が

あるかもしれませんけれども、あえてここで比較の記述をしなくてもいいのかなという気

はしますので、そこを変更する必要はあるものではないという感じになっていますが、少

し考えた方がいいのかなという気はします。 

 同時に例えば風力と石炭とか、そういう比較をしたときも、風力と石炭はベース的に入

っている電源としては同じかもしれませんけれども、役割は全然違うので、ガスと風力も

同じだと思いますし、そういう調整力がある電源と調整力を持たない電源を直接コストが

安いと比較の表にはあまり使わない方がいいのかなという感じはしました。 

 とりあえず以上です。 

○石田委員長 事務局、答えますか。 

○国家戦略室 最初の感度分析のところは御指摘のとおり、蓋然性が高いかどうかという

ことで、きちんとメルクマールがされているかというと、必ずしもそうではないのですが、

基本的には今回御指摘を受けて、根拠を持ってこういうデータがありますと言われたもの

につきましては、してみようと。前広にやるのがいいかどうかはあるかもしれませんが、

できる限りやってみた。御指摘の太陽光につきましては、具体的な論拠がなかったことも
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あるんですけれども、やってみてもよかったのかなと今、御指摘を受けて思いましたが、

特にこれはこういう理由でやらなかったというわけではございません。そういう意味では、

どこまで感度分析をするのかという点について御意見をいただいて、それを参考値として

載せるというのと、実際の報告書の形で追記するという間に差を設けることで、蓋然性の

ところを整理するかどうかは、またここでも御意見をいただいた上で考えたいと思ってお

ります。 

 8 ページの線のところは確認させてください。 

 原子力の設備利用率の感度分析は 90％という御指摘をいただいたので、そういう意味だ

と、今回 80％までしか試算値は載せておりませんので、90％の数字を入れてみて、一応こ

ういう表で出してみたのと、20、30、40 はそれぞれ数字も出してみて、このグラフを書き

ました。ですから、これまでやっているものとの比較という意味では、その数字がある、

ないというだけでございます。 

 石油の稼働率の御指摘ですけれども、我々の認識として報告書をまとめるに当たって、

それぞれいろいろな稼働率で置いている。どの数字を使うかについては、1 つの考え方と

して、どれかを選ばなければいけないという中で、実績を一つの載せる判断基準として使

ってはどうかなというのがあったかと認識しております。その上で、石油につきましては

10 という数字と 50 という数字の２つの中で、その両方を最終的には表の形で載せるとい

うことで、石油だけ２つの数字が並んでいるというグラフになってございます。 

 ピーク電源として、その比較の記述がどうかという御指摘ですけれども、風力、太陽光、

それぞれの限界、問題、課題はある前提で、コスト面を何かと比較するという考え方で記

述するのが、誤解を招く可能性のある一方、わかりやすさもあるのかなということで、そ

の際に何を比べるかは比較的類似な考え方を使うということで、この書き方に至っている

というのが事務局の認識でございます。 

○石田委員長 ほかに御質問はございますでしょうか。 

 それでは、ないようでありますので、次の議題に移りたいと思います。 

 続きまして、本日の３つ目の議題である「社会的費用について」、意見等について御議論

をいただきたいと思います。 

 事務局から資料３を御説明願います。 

○国家戦略室 資料３をごらんいただければと思います。 

 ２ページの①も Call for Evidence ということではなくて、報告書での中で、事故リス

クの費用という意味での損害賠償、廃炉、除染などの費用についての見直し、またはその

試算の方法等についての見直しという点の御議論をいただきたいということで書かせてい

ただきました。 

 そのほか、事故リスク対応費用では、国会の審議ということで国会質疑で出てきたもの

として、大都市圏に近い原発での事故を考慮すれば、更に損害額が大きくなる。例えば 50

兆といった御指摘もございました。 
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 同様の損害想定額について 5.8 兆円の４倍で考えるべき。これは大学教授からの御意見

でございます。 

 原発の事故は福島のように、同じ場所にある複数の原発が同時に影響を受けることを想

定すべきで、今回のモデルプラントの１か所でやるのではなくて、１か所当たりの平均立

地基数という考え方を使って、損害費用を計算すべきではないかという御指摘もいただき

ました。 

 相互扶助制度における積立期間を 40 年という前提で議論をしていますが、新規立地がな

いことを考えれば、平均寿命の 20 年を使うべきではないかという御指摘も大学教授の方か

らいただいてございます。 

 その前提となる発電量につきまして、女川、福島第一・第二原発の全部を除くべきでは

ないかという御指摘。また違った指摘ですけれども、原子力発電を行っていない会社が経

済産業省の例を取っていますが、電力調達で落札している契約を考えると、原子力が安い、

すなわち一般電気業者さんが持っている原子力が安いのであれば、その原子力発電を持っ

ていないところはそんなに安く応札できるわけではないだろうという御指的なので、そも

そも全般的なパラメーターを見直すべきではないかという御議論でございました。 

 以上につきまして、事務局としての考え方でございますが、３ページ。新しいデータが

出たところで見直すとされている点につきまして、それぞれ事故リスク関係の状況を御説

明させていただきたいと思います。 

 損害賠償費用でございますが、原子力損害賠償紛争審査会で一度この追補は 12 月６日に

出ておりまして、それは現在の事故リスク費用に入っておりますが、更に現在、第２次の

議論をされておられます。これでまた３月中にも新たな決定がされると伺っておりますの

で、その内容に従っては損害賠償想定額が増える可能性はあると考えてございます。 

 除染費用につきましては、現在やって平成 23 年度の第３次補正予算を活用した事業が本

格的に進んでおります。ただ、現時点でもその除染等の措置に要する費用は確定と言える

かというと、確定できていない。現時点では、そういう意味では費用として見込まれる具

体的な額は予算額になるんですが、それについては今、入れている額は変更されておりま

せんので、そういう意味では来年度以降の予算が決定される中で、追加の議論があるかな

と考えございます。 

 廃炉につきましては、昨年 12 月 21 日に中長期のロードマップが示されておりますが、

この中自身にはコストはございません。コストに関して言うと、金額という意味では東京

電力の決算等で廃炉の費用が示されれば、それに応じた必要な補正はあるかと考えており

ますので、上記の新しい情報はそれぞれ決まった時点で試算を修正していくということが

あるかなと思っております。 

 原子力の損害賠償制度、制度そのもののスキームにつきましては、原子力損害賠償支援

機構法の中に基づく来年度の一般負担金の額が今年度中に決定されるはずですので、それ

が一つの具体的な数字にはなると思います。同時に原子力損害賠償に関する法律の見直し
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もすることになっておりますので、そうすると基本的なスキーム自身がそこで明らかにな

るかと思っておりますので、そういうものの必要に応じて、このコスト試算を反映してい

くことがあるかと考えてございます。 

 Call for Evidence で御指摘のあった点、損害想定額、これは各種試算がなされており

ますが、さんざんこちらでも御議論をいただいたとおり、今回の試算では我が国における

モデルプラントというのを前提にして、福島での実際のわかっている定量的なものを使う

ということで 5.8 兆円となっております。したがって、前記①で示したとおり、この点に

ついて新たな費用が明らかになれば、その時点で補正を加えていくというのが報告書とし

て取るべき対応かと認識しております。 

 ④複数の基を前提にするという点につきましては、今回すべての電源モデルプラント１

基を前提として数字を出しましょうということになっておりますので、この部分のみ複数

基をするのは適当ではないかと考えてございます。 

 ⑤の実際の今後の新規立地の可能性につきましては、あくまでも 2010、2020、2030 に稼

働を始めるモデルプラントを仮定して出すというのが、この報告書の数字でございますの

で、この点の可能性は考慮しないということではないかと考えてございます。また、実際

の総発電量の中に福島第一、第二、女川を除くという点ですが、これにつきまして、現段

階では廃炉が完全に確定しているものという定義で１～４号を除いたというのが今回の報

告書の整理と認識しておりますので、現時点ではその数字を使うのが適当。ただ、勿論、

今後廃炉となることが確定していくものがあれば、こういう整理をすることは考えられる

かと思いますが、現時点ではその辺を除外するということはしておりません。 

 また、⑦の実際の落札を原子力発電所を持っていないところがしているという点につき

ましては、あくまでも自由化対象の分野の電気料金の話で、この料金の中に発電コストや

いろいろなものがまず含まれていることなので、その結果をもって発電コストを判断する

のは適切ではないと考えてございます。したがいまして、損害賠償の費用の見通しにつき

ましては、新しい情報が得られた時点でコストを見直すこととすることさせていただきま

いて、それ以外の点につきましては、現時点では報告書の内容を変更する必要があるとい

うことは考えてございません。 

 続きまして、これは Call for Evidence というよりは、この報告書のやや宿題となって

いるところについて、委員の皆様の御議論を是非いただきたいということで掲載させてい

ただいた論点でございます。 

 エネルギーセキュリティーのコストにつきまして、この報告書では 67 ページになります。

発電コストとは別の観点からの評価が必要な点ということで、今回の試算で発電コストの

ほか、温暖化への対応、安心・安全への要請といったことで、CO2 のコスト、あるいは原

子力の社会的費用を計上したわけですが、エネルギーセキュリティーという要請について

は反映できていませんというのが 67 ページに書かれておりまして、これについてはエネル

ギーミックスの選択肢ごとに分析、試算をすることになっております。 
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 では、このエネルギーセキュリティー、エネルギー安全保障の範囲につきましても、い

ろいろな御議論がありました。例えばエネルギー基本計画で書かれているものを抜粋した

のがその下でございます。エネルギー安全保障とは資源生産地から国内最終消費に至るま

で、安定的エネルギーが供給される体制を構築。それが脅かされるリスクを最小化。具体

的には５つの要素ということで、自給率の向上、省エネ、エネルギー構成や供給源の多様

化、サプライチェーンの維持、緊急時の対応力の充実が例に挙げられております。 

 こういった点につきまして、何らかのコストあるいは経済効果ということでの定量化が

できないかを検討してはどうかが一つのできるか、できないかも含めて御意見をいただけ

ればと思っています。あえてその論点を事務局の方で書かせていただきましたが、１つは

エネルギーセキュリティーと言った場合に、このエネルギー基本計画にある（１）～（５）

以外で定量化できないけれども、例えばこういう点を考慮すべきではないかという御指摘

があれば、これは今後の選択肢の検討に当たって、このコスト委員会というよりは、また

別の場で議論をするときに非常に議論になるところだと思いますので、先生方に御意見が

あれば、是非いただきたいということで挙げさせていただいてございます。 

 その上で、例えば５つの要素である（１）の自給率、あるいは供給源の多様化という手

段で、資源開発や権益確保が考えられると思いますが、こういったコストをエネルギーセ

キュリティーコストとして各電源に乗せる。例えば政策経費ということで出ておりますが、

そういったことが果たして妥当なのかどうか。 

 その際に例えば逆にエネルギーセキュリティーの観点から、各電源にそれぞれどれくら

いのコストを払うべきだということを算出できるか。これはあくまでも社会的コストとい

うのは、今回の議論の中では実際に行われていることというよりは、こうあるべきだと、

CO2 であれば、一定の前提を置いて排出量を確保されるべきだということで乗せております

ので、同じ考え方に立てば、その電源についてエネルギーセキュリティーを実現しようと

思えば、こういうコスト計算をすべきだという議論があるかなと思いまして、ここの問い

にさせていただいてございます。 

 同様に論点②でございます。サプライチェーンの維持、あるいは緊急時対応力の充実と

しての備蓄というものを各電源に乗せることが適当、あるいは逆に備蓄のためにどの程度

のコストをそれぞれの電源で考えておくことが妥当かと言ったことが算出できるのかとい

うのも、この御議論の論点に挙げさせていただいております。 

 ここで挙げています（１）～（５）以外で、今回の震災で明らかになった大規規模電源

の集中リスクあるいは遠隔地電源への依存のリスクということを考えた場合に、分散型と

いった電源のメリット、これは安定供給という観点からエネルギーセキリティーとも言え

ると思いますが、そういう観点からエネルギーミックスの選択肢を評価するときに、分散

型といったものを何らかのコスト、あるいは定量的な数字という形で示すことが可能なの

かどうかという点が論点３でございます。 

 論点４が一般的に従来から中東依存度の高さがエネルギー安全保障上の課題として指摘
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されることがありまして、例えば石油、天然ガス、石炭といったものの中東依存度がよく

議論されるわけですけれども、今、石油につきましては約半年分の備蓄を行うということ

で対応しています。こういった違いをシナリオの評価に当たって、緊急時のエネルギーセ

キュリティーはこれで確保されているわけで、そういったものをコストや定量的な形でメ

リット、デメリットを含めて示すことができるのかというのが論点４でございます。 

 ８ページ、環境対策費用ということで、石油、ガス、石炭の環境対策費用の御指摘がエ

ネルギーシナリオ市民評価パネルからございました。これは環境対策費用として、CO2 しか

考慮されていないが、例えば NOX、SOX の値も考えて、それを費用として考慮すべきではな

いかという御指摘でございました。 

 これにつきましては、モデルプラントにおいて既に脱硫、脱硝、集塵に係る排ガス処理

等の建設費用は含まれていることと、他の大気汚染物質に関するコストについては十分な

参照すべきデータがないということもありまして、発電コストには加算しないのが適当だ

ろうなと。実際に NOX、SOX といったものが生成されているという環境負荷はゼロに完全に

はできていないということについては、留意が必要だろうと考えております。ただ、これ

自身をもって、報告書の発電コストを変更するには至らないということを考えてございま

す。 

 社会的費用の一貫で計上しておりました CO2 対策費用の見通しにつきましても、CO2 対策

費用の見通しは地球の平均の平均温度上昇を２℃以内に抑える、ここでも議論のありまし

た 450ppm シナリオを基本に置くべきではないかというのが個人の建設業の方からの御指

摘でございます。 

 また、エネルギーシナリオ市民評価パネルからは、CO2 価格というのをトレンド、上り下

がりではなくて、固定で 80＄と置いてはどうかという御指摘でございました。これにつき

ましては、あくまでもここで議論がありましたとおり、どのシナリオを取るかにつきまし

ては、国際機関の出している World Energy Outlook2011 のシナリオのうち、海外機関や日

本の研究機関の見通しというのと照らし合わせて、世界全体の現行シナリオと新政策シナ

リオ、CO2 価格については EU 現行政策シナリオ、EU 新政策シナリオ、豪州・ニュージーラ

ンド新政策シナリオ、これはいずれも結果的には同じ数字だったわけですが、それらを使

うということにしております。 

 ①、②につきまして、450ppm シナリオはここでも議論がありましたので、あえて試算を

してみたのが 11 ページでございまして、この緑色の数値がそうです。委員会としては先ほ

ど言ったような整理で取ったのですが、仮に試算をしてみたのがこの数字でございます。

御指摘は CO2価格のところで 450ppmシナリオを取るべきではないかということだったので

すが、この委員会の裏表でありました燃料費につきましても、そうであれば、併せて 450ppm

シナリオを用いることが整合的だと考えましたので、それに基づいて試算をしてみた結果

が表として 12 ページにあるとおりでございます。450ppm シナリオの方がそれぞれ上がっ

ているということになってございます。 
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 最後に 13 ページ、再生可能エネルギーの政策経費。ここにつきましても、この委員会で

御議論をいただきまして、再生可能エネルギーに係る政策経費は、これからの電源という

ことで、現時点では載せないという整理をしたのですが、個人の研究員の方から、現状か

ら 2030 年の導入量を拡大しているという前提で、それぞれについて、その仮定に従って導

入量に併せて政策経費も試算をしていくべきではないかというのが御指摘でございました。

これにつきましても、前回の報告書の整理に従って、これを今の時点で見込むというのも

難しいし、将来的なコストとして見込むのも難しいということで、現在の報告書の内容は

変更しないという整理とさせていただいております。 

 以上でございます。 

○石田委員長 ただいまの事務局の説明につき、御質問、御意見等はございますでしょう

か。 

 秋元委員。 

○秋元委員 どうもありがとうございます。ささいなところから先に言います。 

 10 ページで②は御指摘事項だと思いますけれども、トンカーボン当たり 7,770～24,150

円と書かれていて、括弧の 60～80＄/t-CO2 と後で書かれている部分は、24,150 円に対する

価格で、7,770 円に対する価格のところが出ていないような気がするんですけれども、

7,770 円のところでいくと、多分 20＄/t/CO2 になると思うので、そういうことからすると、

下限も含めてかなりあると。多分Ｘ単位がそれくらいの価格なのではないかという記憶が

あるんです。 

 そうした場合に、要はこの炭素価格は、これも議論しましたけれども、下から上まで見

通しは非常に大きくて触れていると。ここで取ったＷEO の 2011 の CO2 の現行政策とか新政

策のシナリオというのでも高いという評価もＸ単位の方が低いので、そういう状況だと思

います。 

 よって、どこか高い部分だけを見るとか、そういうことは不適切で、私はこの価格自体

は結構まあまあ妥当な感じのものを選択したなと思っておりますので、そういう意識を持

たないと余り高い方だけ取ってしまうというので、また誤解を与えるものを持ってくるの

はどうかなという感じがします。 

 もう一つ、セキュリティーの話ですけれども、これは非常にセキュリティーが難しくて、

コストに乗せられればいいというのはそのとおりですが、物すごく多様でセキュリティー

はいろいろな側面がありますので、基本的にはコスト換算ができないというのは、幅広い

認識だろうと思います。 

 その上で論点をあえてまとめられたんだと思いますけれども、若干気になったのは論点

３のところで、「今回の震災により、大規模電源の集中リスク、遠隔地電源への依存リスク

が顕在化したことを踏まえ」と書かれているんですが、この辺の根拠がどうなのか。皆さ

んは今回の震災でひどい目に遭ったので、大規模電源の集中リスクを懸念することはある

んですけれども、実際には電力の方が復旧は非常に早くて、ガスの復旧は後だったと思い
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ますし、一方で石油などは流体燃料ですから割と早く賄える。 

 そういうことからすると、必ずしも大規模電源だからリスクが高いということはないと

思いますし、そういうところを少しデータを基に、冷静に分析をした結果をまとめるので

あればいいんですけれども、そうでなくて、何となく思い込みとかそういうところで記述

を書かない方がいいかなという感じがしました。別にこれは反映させるということではな

いと思いますので、いいんですけれども、ちょっと注意した分析が必要ではないかと思い

ます。 

 ７ページは御説明がなかったんですけれども、参考で書かれていることもどういうこと

かよくわからなかったんです。例えば備蓄の費用を石油、火力の発電のところに乗せて、

追加コストを算定されていますけれども、先ほどのセキュリティーからいくと、逆にセキ

ュリティーを高めるために備蓄しているので、コストではなくてマイナスのコストのよう

な感じがしなくもないわけです。 

 しかも石油備蓄は石油は非常に扱いが容易なので、必ずしも発電だけではなくて、有事

になった場合にいろいろなやりくりができるということを考えた上での石油備蓄というこ

とになっていると思いますので、必ずしもそれが勿論ここでは発電の割合に応じてかけら

れているんですけれども、そうは言っても別に石油が必ずしも石油のための備蓄というか、

エネルギー全体の保障のための備蓄だという認識が普通はあると思いますので、そういう

ことを考えた場合に、ここを石油に乗せて、こういう試算を出されると誤解が、むしろそ

の手前のエネルギーセキュリティーということのイメージというか、そこを大事にするの

であれば、こういう試算が逆効果のような気がしますので、注意した説明もしくは記述が

必要ではないかという気がします。 

 以上です。 

○石田委員長 事務局。 

○国家戦略室 今のセキュリティーのところから御説明させていただきます。論点３の御

指摘がございまして、この書き方につきましては、エネ庁等で出している電力システムの

論点とか、その文言を私としては引っ張ってきて、それ自身が御指摘のとおりデータに基

づいて、きちんと議論が必要だということは、そのとおりかもしれません。根拠としては、

そういうところでございます。 

 ７ページの数字の扱いは、御指摘のとおり、この数字自身がどちらに取るのか、ですの

で、あえて論点の方で、本当にこういう考え方で各電源の乗せるのがいいのかは、事務局

としては非常に議論があるところかと思っておりまして、今の御指摘は我々の考えに対す

る解かなと思いますので、是非その点についてもまた御意見をいただければと思います。 

 最初の御質問にございまして、CO2 の対策費用の見通しでございます。この②の記述は御

意見をいただいたところの記述から取ってございまして、ただ、正確にこういう書き方に

はなっていないです。事務局の整理の仕方の問題もありますので考えますが、御指摘とし

ては 80＄/t-CO2 でやってはどうかという御指摘でございます。この整理の仕方は事務局の
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方でもう一度やった上で、今お話がありましたように、ここで議論をして、今のシナリオ

が妥当というのが結論だと思っておりますので、報告書としてはそれが基準になると考え

ております。 

○石田委員長 大島委員。 

○大島委員 どうもありがとうございます。順番に幾つか気になった部分と質問を申し上

げます。 

 １つ目は、３ページです。注意していただきたいのは、原子力損害賠償制度に基づいて、

原子力損害賠償支援機構法ができて、それが一般負担金の額がこれから決まるとか、特別

負担金の額が決まるということがあるわけですが、仮に一般負担金なり何なりで発電事業

者の追加的な費用が発生したとしても、環境費用、要は事故の総額は変わりませんので、

要は支払の区分が変わるだけですので、１円なら１円部分の一部は民間事業が持つけれど

も、要するに区分の問題の話ですから、何か損害賠償制度の仕組みがある程度変わったか

らで、それはその負担割合の話だと理解しますので、そこはもしかするとそうではないか

もしれませんけれども、今後注意をいただく。これは社会的費用ですから、社会的費用で

ある以上、これは国民負担ということですので、国が払うか事業者が払うかという区分の

話ではなくて、総額どうなのかという話ですので、そこを御注意いただければ思います。 

 事故リスク対応費用に関連するものですけれども、②の指摘は結構大事な指摘ではない

かと思っていまして、静岡県の経済性評価の委員になぜか私がなりまして、浜岡の事故は

幾らになるんですかと基本的に言われても、あそこは例えば東海道新幹線が通っていたり、

東名高速道路が入っていたりということで、非常に大きな福島では想定され得ないような

被害が恐らく出るであろうと思われます。 

 ですので、もともとの報告書の前提とは異なるんですかけれども、福島のモデルを使う

ということで、それが本当に典型的な事故なんですかということで、根本的な問いなので、

それはそれなりに一つ留意しておく必要があって、今は計算できないという話はあると思

いますが、そういうふうに認識しています。やはり浜岡のことを考えると、単にこれがモ

デルなんですかと言われたときに、福島はモデルとして使えるんですかと率直に言われる

と、私もしっかりとした答えが出せないので、そこは御留意いただいた方がいいかなと思

います。 

 最近は原子力委員会の近藤駿介委員長によって、３月 26 日の最悪のシナリオがどうだっ

たかということも原子力委員会の中では議論されていたということがわかっていますので、

福島事故が本当に最大のシビアアクシデントの想定される最大のものかと言うと、必ずし

もそうではないということがわかってきましたから、今これはこれでいいと思いますけれ

ども、今後もうちょっと精緻化というか、一般化する際には、福島にこだわらずにやる必

要もあるのかなという気がします。それを根本的に問うているんだろうと思います。 

 セキュリティーの確保の論点に関してですけれども、定量化できるか、定量化できない

のかはわからないのですが、原発事故を受けると送電鉄塔が倒れるとか、道が壊れるとか、
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そこによって大きな事故が起こり得るということがわかっているわけですけれども、少な

くとも日本はどうなのかわかりませんが、警備の問題ですね。今、警備は非常に手薄なわ

けです。ある一定程度の警察が少しいたりするだけですから、その警備を含めた本来の意

味でのセキュリティーをどう高めるのかということを今後入れていかないと、原発という

のは単に事故だけではなくて、例えば使用済み燃料プールだけぶつかっていけば壊れてし

まうとか、そういうものでもありますので、そこは一つ論点としてはあり得るのかなと思

います。 

 論点３ですけれども、これは秋元委員の議論で、これも確認したいんですけれども、今

回の震災により大規模電源の集中リスクというのは、ここだけで読むと読み切れないとい

うのは確かにそのとおりですが、単に復旧の話ではないと思われますので、とりわけ原発

が集中立地していたとか、原発に大きく依存していたことがかえって後々に電源不足に陥

るとか、そういうことの影響も含めているのかなと思いますので、単に復旧の話ではない

のではないかと思いましたので、ここは確認させてください。 

 これは質問ですが、７ページの原子力の備蓄はどういう予算ですか。 

 あとは８ページ以降の環境対策の費用の中に、２つ意味が含まれていると思っています。

１つは、石油、ガス、石炭関係の環境対策費用の中の「情報提供に関する考え方」に「た

だし」という部分がありますね。「環境負荷をゼロにすることはできず、環境外部費用が発

生していることは事実であり、この点についての留意が必要である」、これは要するに被害

が出ているという話が考慮されていませんよということです。 

 そうであるとするならば、CO2 対策費用のところも CO2 被害の要するに外部費用が幾ら

出るかというところは入っていない。要するに CO2 を 450ppm に押さえるためだけの対策費

用だと思いますので、若干扱っている環境対策範囲がずれているので、合わせるなら合わ

せる、合せないなら合わせないということで、整理が必要なのではないかと思いました。 

 以上です。 

○石田委員長 事務局。 

○国家戦略室 仮に一般負担金が出ても、その額が大きかろうが少なかろうが社会的な費

用は変わらない。それは御指摘のとおりだと思いますが、どういう制度に基づいて、どう

いう計算をされていて、どういう計算がされて、それの金額がどうかというのは、損害を

考える際も参考になる数値として扱えるかもしれないと思っております。 

 ②の指摘につきましては、日本全国のものを平均で取ってということができるのかと思

いますので、現時点では議論をいただいたとおり、少なくとも実際の金額が出ている福島

のケースを今、使っているという認識でございます。 

 警備の問題のセキュリティーは、エネルギーセキュリティーとは違うセキュリティーの

疑問なのかもしれません。どちらかというと、安心・安全の話になるかもしれません。こ

このエネルギーセキュリティーのコスト論とは違うかなというのを認識として持ってござ

います。 
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 先ほどの大規模電源のリスクの話は、御指摘のとおり、ここだけ切り出しているので非

常にあれかもしれませが、その論点整理の紙等に基づけば、復旧の話というよりは集中し

ていて、それが一個ダウンすることのインパクトの大きさ。その結果に生まれる計画停電

等の問題の大きさという点が指摘をされておりましたので、そういう趣旨でございます。 

○経済産業省 今の原子力の備蓄が出ていたんですが、12 月 19 日の報告書の参考資料に

も含まれておりますが、濃縮ウランの備蓄対策事業補助金というもので 1.1 億円は計上さ

れております。 

○国家戦略室 最後の CO2 も含めた外部経済の話です。報告書の 67 ページの注で書いてい

るんですが、要は計算中の 35 ですね。例えば原子力のバックエンドの将来の負担のコスト、

気球温暖化対策への対応。すなわちコストができない外部経済がある。CO2 でもそういう

問題が起こる。 

 ただ、それについてはここではできていませんと。今回の大気汚染の問題もそういう意

味では、直接のコストとしては直接 SOX としてはできないが、そういう問題があると事務

局としては整理して、コスト化できている汚染賦課金については諸費に含まれているで、

という整理をしております。 

○石田委員長 続いて、荻本委員。 

○荻本委員 セキュリティーですけれども、まさに先ほど事務局が説明されたように、単

一の電源でそのセキュリティーが確保されるわけではない。つまり、あるシナリオを考え

たときに、トータルとしてどうなるかというのが極めて本質的であろうとまず思います。 

 もう一つ、そのセキュリティーというのは、エネルギーが外からやってきて最終的に使

う。そのサプライチェーンのいろいろなところで、そのセキュリティーが語られて、かつ

価格の問題、経済性もありますし、途絶したときの問題もある。極めて多様だというよう

なことがあって、これはお金の単位で簡単に解決できるようなものではないとまず考えて

いただくのが基本かなと思いますから、先ほどの報告書のシナリオで考えるというところ

に戻るべきということをはっきり言われた方がいい。逆に、ここに書いてある論点、我々

と議論をするための材料を出していただいているんですが、これの方がもしかすると隘路

にはまってしまうということがありますので、そのように扱いいただけないか。 

 例えばという例ですけれども、大規模電源がそういうリスクがあるというのは、そのと

おり。ところが分散電源の方はたくさんの人が非常にたくさんのものを扱っているので、

いつの間にか壊れているとか、10 年、20 年経ったら、実際にはその燃料が高くなって使わ

れていないとか、そういう管理ができないという問題が別に発生します。ですから、それ

は非常にトータルの問題ですから、コストではかることもできませんし、逆にコストでは

なくて、どこまでベネフィットがあるかという話をしているはずなので、そこをはっきり

させた方がいいかなというのが第１点。 

 もう一つは、１つ前の資料にも関係して戻ってしまうのですが、いろいろなケースを考

えて、幅広くという姿勢があるのは基本的にいいことだと思いますが、私はここのレポー
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トが出たときのある報道で、ついに大規模電源より風力の方が安くなったという報道を記

憶しています。それは風力発電の下の方の数字と火力発電のある数字を比べて言っている。

恐らくここにいる方々はそういう意図ではなくて、実績がこういうバンドであったので、

そういうバンドで客観的に示しているということなのですが、世の中はどうしても図にな

ると、どこかとどこかを比べたくなるということがあります。 

 ということで、この社会的な費用の扱いにしても、その前の経済的な費用にしても、図

でどこまで示すかというのは、極めて大きなジャッジだと思っていますので、本来、我々

がここで検討した本質が誤解なく出るようにするということについては、たくさんいろい

ろな意見を入れるぞと、うまくバランスを取ってやらないとまずいかなと。もしも火力が

出ない、風力の大勢が 10 円を割る値段で手に入るのであれば、日本にとってこんな幸せな

ことはないんですが、何も風力だけによらず、いろいろな分布があるということをどうや

ったら伝えられるかというところを是非腐心していただきたいと思います。 

 以上です。 

○石田委員長 事務局。 

○国家戦略室 セキュリティーの問題を御指摘いただきましたが、事務局も悩んだ結果、

こんな珍しい論点みたいな形になっているので、すぱっとコストとしては無理だと言って

いただくと、それはそれで若干安心するところがありますが、そういう中でこのコストを

離れて、次の選択肢の議論の中で、おのずと各シナリオが出てきて、そのときに一つのエ

ネルギー政策を考える要素としては、多分この要素は外れないという中で、その検討の軸

をどういうふうやっていくかを是非、今、いただいたコメントも含めて考えなければいけ

ないと思っていますので、定量的にできないのであれば、定性的なものも含めて、多分こ

れはこの場ではなくて、違う場で議論は進んでいくと思っておりますが、切っても切れな

いものだと認識しております。 

 誤解なきように図に示すという点につきましては、先ほど秋元委員からもありましたが、

参考値として載せればいいというものでもないという御指摘だと思います。ただ、一応事

務局としては、参考値なのか報告書なのか、そこに差はあるという認識はしているのです

が、確かに取る方からすれば、そこはどちらでも取り得るというのは留意すべき点かと思

っています。そこは考えさせていただきたいと思います。 

○石田委員長 松村委員。 

○松村委員 セキュリティーもこの後やる系統対策コストも同じだと思いますが、３つの

レベルのことを頭の中で区別して、議論していただきたい。 

 １つは、もともとこの委員会がやっていたのはモデルプラントという形で、非常に抽象

的に、どこに立てるとかいうことに依存するものではなく、その電源が日本全体でどれく

らいの量が入るということにも基本的に依存しない形で、どれくらいコストがかかるのか

を推計するというレベルのこと。 

 ２番目は日本全体で、どの電源がどれくらいの量が入るのかということによって変わっ
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てくるコストを、具体的に導入量を想定してやるということ。 

 ３番目は、量だけでなく、どこに建てるのかを前提としないと議論できないもの。この

３つのレベルの話をごっちゃにしないで、どのレベルの話をしているのかを明確にする必

要があると思います。系統対策のコストでも風力、太陽光がどれくらい入れるのかという

ことに、当然依存するわけです。更にどこに入れるのかにも依存するわけです。どのレベ

ルで議論をしているのかということなしに、抽象的にセキュリティーとか系統対策コスト

だと言われても混乱するばかりです。 

 セキュリティーに関して、大規模電源が一般論として危ない、一つのプラントが大きけ

ればそれがとまるだけで問題が起こるという類の話をしているのか。多くの電源が入って

おり、それが同時に止まるリスクがあるという話をしているのか。あるいは若狭湾近傍に

原子力及び石炭のベース電源がこれだけ電源が集中していると、ここで津波が起こったら

どうするのか、という類の話をしているのか。それぞれ全くレベルの違う話です。特にセ

キュリティーのところでは、３番目の論点がかなり重要なものとして出くると思いますの

で、そこまで議論をしているのでないとするならば、あるいはそこまではここのミッショ

ンではないなら、無闇にウイングを広げない方がいいと思います。ここまでということを

はっきりさせた上で議論をすべきだと思います。 

 その上でセキュリティーの話ですが、先ほど復旧速度が速いとか遅いとかいう議論を聞

いて、ちょっと当惑しています。ここに出てきた報告書を見て、どうしてそんな議論を結

び付くのかがよくわかりませんでした。復旧が早いとか遅いとかいうようなたぐいの議論

をしているのではなく、集中的にある電源が倒れたときに困るとか、分散型の電源だった

ら一定の箇所に被害があったとしても、集中的に倒れるということはないでしょうという

ことだと私は思っていたので、早いとか遅いとかいうことをもし意識しているなら、もっ

と詳しくその背景や理由を書く必要がある。 

 事実に基づいてということで言えば、今回の例では、復旧が一番早かった大規模発電所

は石油で、その次がガスで、その次にかなり時間がかかって石炭で、被災した原子力につ

いては短期間に復旧は無理と言われているわけです。これは国の方針とかいうことではな

く、技術的に無理というようなこと。勿論、被害に遭ったところという意味ですけれども、

被害に遭ったところはそうだったという客観的な事実は踏まえてもいいかもしれない。 

 ２点目。大島委員も御指摘になったところですが、３ページの①の来年度の一般負担金

の額が今年度中に決定されるとともにという表現は、何を意図しているのかさっぱりわか

りませんでした。これはもう近々決まるわけですね。決まったら一体何を変えるのだろう

かということが私には全く想像がつきませんでした。もしこう記述されると、決まったら

当然変える、また何か議論をすると見えてしまいます。しかし実際に意図しているのは、

全般的に制度の枠組みが変わったら、それを踏まえて見直しますという程度のことですね。

この書き方だと誤解を招くのではないかと懸念しています。 

 もう一回セキュリティーに戻ります。備蓄コストを上乗せするというのは、相当問題が
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あると思います。なぜかというと、これは全体のセキュリティーのために特定のものを備

蓄するということですが、備蓄コストがむちゃくちゃかかるようなものに関しては、他か

のものを備蓄して代替する方が合理的です。もしこういう合理的な対応がとられていると、

備蓄コストが下がって、リーズナブルなコストで備蓄できるようになったから、では、備

蓄しましょうと備蓄を始めると、それがコストに上乗せされる。一方備蓄コストはむちゃ

くちゃ高いままで、この電源についてはいざとなったらあきらめて、別の電源で代替する、

そのために他の燃料で備蓄するということになると、その電源に係るコストが低くなって

しまう。全く不合理です。考え方としても根本的におかしいと思います。 

 今の備蓄量はいろいろなことを考えて決められているわけです。それぞれの電源の割合

でふさわしい量が備蓄されているということが前提になっていません。この現状を踏まえ

れば、これを乗せるというのは、いろいろな意味でアンフェアです。 

 以上です。 

○石田委員長 事務局。 

○国家戦略室 最初の御指摘で、セキュリティー、系統を含めて、このコストをどう整理

するか。御指摘のとおり、まずはモデルプラントが前回の報告書までやっていただいたこ

と。その上でシナリオごと、そのときも量の問題と場所の問題があるというのが御指摘だ

と。そのとおりだと思います。 

 ここのウイングとしてどこまでやるかというのは、今後御提案をして考えていただくと

いうことだと思いますし、全体シナリオについては、今、各審議会等でやっていただくも

のを最後にエネルギー・環境会議でやることになりますので、その際にいずれにしても多

分、シナリオごとのコストという議論は出ると思います。そのときに御指摘のあった②で

止めるのか。すなわち量だけで止めるのか。場所のところまで考えるのかというのは、ど

こかで考えていかなければいけないと思います。 

 その上で大規模のセキュリティーの復旧の話は、事務局も書き方が一部を抽出したので

わかりにくいかもしれませんが、大規模なところが一旦倒れたときの影響度という意味で

論点整理等がされていたと認識しています。 

 一般負担金の額につきまして、こう書いてあると一般負担金の額がそのまま損害賠償の

額になるのかという点につきましては、そうではないという認識ではあります。では、な

ぜこれが書いてあるのかというと、一般負担金の額を出すときにいろいろな議論がなされ

て、例えば損害賠償の全体の数字とかで、新たなデータとかが出てくるのかといった点は

見極めたいと思っていますし、それによって変える、変えないというのは、その時点で判

断すべき事項かなと思いますが、この一般負担金の額は先ほど大島委員からありましたよ

うに、この額自身が今回のコストではないという認識は持っているつもりでございます。 

 備蓄のコストにつきましては、御指摘いただいた点を踏まえて、整理し直したいと思い

ます。 

○石田委員長 ほかに御意見、御質問はございますでしょうか。 
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 内容でありますので、議題４に移りたいと思います。 

 続きまして、系統安定対策、省エネコストなど、マクロ的なコストについて御議論をい

ただきたいと思います。 

 事務局から資料の御説明をお願いいたします。 

○国家戦略室 それでは、資料４－１「系統対策費用について」御説明させていただきた

いと思います。 

 これも報告書の中で宿題的に終わっているものということでございまして、66～67 ペー

ジに書いてありますが、系統安定費用についてはエネルギーミックスのシナリオが固まっ

た段階で試算すると整理させていただいております。すなわち、太陽光や風力といったも

のが大量導入された場合の系統安定費用について、どのタイミングでどの程度の対策が必

要かというのが見込めない段階では、なかなかコストとして勘案できないだろうというこ

とで、エネルギーミックスのシナリオが固まった段階で、ここでの試算の幾つかの結果を

使って試算をするのが適当なのだろうというのが、この報告書の結果だと認識しておりま

す。勿論、現時点でこのエネルギーミックスのシナリオが出ているわけではございません

ので、今日はシナリオが固まったときに計算する方法の基本的な考え方等について、御意

見をいただければと思ってございます。 

 ２ページに「シナリオ毎の系統対策費用」。各シナリオを比較する場合に検討すべき系統

対策費用は３つくらいに分けられるのかなと。 

 １つが、太陽光・風力の導入が進んだ場合の系統安定化コスト。これも長周期の対策。

例えばゴールデンウィークに需要が減った場合の余剰電力の扱いといったものが、その対

策の対象になるかと思います。及び短周期の対策。天候という不安定なものに依存したと

きの変化にどこまで追随していくのか。追随していくための対策ということでございます。 

 火力によるバックアップについては、電源構成の中で評価というのは、太陽光・風力、

発電しない、すなわち電力を生み出さない可能性がある以上、それのキロワットを確保す

るためのバックアップという議論が必要なのですが、例えば火力をそのために用意すると

言っても、そのためだけに用意する火力という概念がなかなか難しい。 

 他方、一定のパイを太陽光・風力で入れようとすると、それに少なくとも対応した何ら

かの火力が必要だという中で、電源構成をあるシナリオごとに考えるときに、太陽光、風

力が一定程度入るときは、当然火力も一定程度入るというシナリオがつくられる前提で考

えなければいけないということで、それは電源構成の中で当然含まれるだろうということ

で、こういう書き方をさせていただいております。 

 ２ポツ目が、系統増強コストということで、系統自身の増強をすることの必要性。特に

風力が先ほどの松村委員のお話ですと、どの地域に入ることに伴う費用という意味で増強

が必要になる部分があるかなと思っています。 

 また、報告書にもありました太陽光、特に住宅の場合の配電対策のコスト。 

 この３つくらいのものが系統対策費用としてあるかなと思っております。 
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 ４ページに太陽光・風力の導入が進んだ場合の課題ということで、４ページは報告書で

も前回御議論いただいたときも出てきた図でございますが、長周期（軽負荷期の余剰電力）

の扱い。余剰電力が発生することについて、どういう対策が必要か。 

 もう一つが短周期の話。これらをどういうふうに扱って整理するかということでござい

ます。 

 系統のコストにつきましては、５ページ、６ページにそれぞれこれまでの試算で、５ペ

ージが以前この場でも御紹介をさせていただきましたが、平成 22 年の経産省での研究会の

報告書です。ただ、これはいろいろな意味で現在の前提とは変わっております。その中で

ある一定の前提の中で出された試算というので、こういうのがありますという御紹介でご

ざいます。 

 平成 22 年３月に環境省で出された提言の中にある数字で、この場合は一定の３パターン

に応じて再生可能エネルギーが入る。そのときにどれだけの系統対策が必要かというのも

出している数字でございます。こういう試算でもございました。この中、最近ですが、去

る３月２日に中環審の方のエネルギー供給ワーキンググループの方で、系統対策費につい

て一定の条件をして、試算をされております。それの条件について、ここで参考までに挙

げさせていただいております。 

 表にあります既往検討に基づくケースというのが、先ほどの既に紹介をした既存の試算

での前提が主に使われている。それに対して今回、中環審の方でやられた分析のケースは

右側、幾つかの変更点を加えることで、より系統の追加コストを押さえるという前提で試

算をされています。こういった過去のいろいろな取組も含めて、これからやるであろうエ

ネルギーミックスのシナリオを考える際に、系統コストをどういうふうに試算していくの

か。そのときに基本的な考え方がどうあるべきかを８ページに書かせていただいておりま

す。 

 １ポツは、従来は太陽光だったらどう、風力だったらどうといった試算がされているこ

ともあるんですが、実際に入ってくるのは両方ということを考えると、その両方が一定程

度、それぞれこれくらい入ってきたときはどうかというのを系統対策としては一本で出す

ということが必要になるのではないかと思っております。また、長周期の対策と短周期の

対策というのは、両方起き得る話でございますので、両方を念頭に置いた対策を考える必

要がある。 

 調整の範囲をどの程度で置くかによって、この対策のコストも変わってくるのですが、

ここでの一つの御提案は、各同一周波数エリア、50、60 でできると。そのための地域関連

系線はどうなのかというのは、ここでの議論というよりは、別の２ポツの系統増強の世界

かなと思っておりますので、ここでの試算は広域での調整を前提としてはどうかというの

がここに書かれていることでございます。 

 また、「シナリオで示されている各電源の kW と kWh が、１年間を通じて、担保できるか

どうかを、年間需要想定をもとに確認」とありますが、シナリオで 2030 年何 kW または何
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kWh というシナリオが出てきたときに、2030 年はそういう数字であっても、系統維持と考

えると１年間、こういう需要変動をして、それに一応そのシナリオで想定した供給力は対

応できるというのを確認しておくべきではないかと。できるかどうかという議論は勿論あ

るんですけれども、こういうのを目指してみてはどうかというのが４ポツでございます。 

 その上で、対策がこれくらい、こういう形で必要だというときには、原則としてはコス

トの低い対策が実施されていくんだと思いますし、それを前提に試算をしてはどうか。対

策の例としては、既に前回、報告書のときに議論がありました火力や揚水による調整、需

要制御あるいは能動化することで調整する。または太陽光・風力の出力抑制をする。更に

は蓄電池あるいは電気自動車等を使うといったような対策が考えられるかと考えてござい

ます。 

 系統増強コストでございますが、これは主として地域的に遍在することが予想される風

力の導入量に応じて、系統増強の議論。増強のコストはどうやって算出するかということ

ですが、まず各電力会社ごとに風力発電がどれくらい導入されるかというのが一つの最初

の前提になるかと思います。これは風力の導入量に応じて変わってくるのだと思いますの

で、シナリオごとに違う。 

 それをどういうふうに各電力会社に割るかですが、各電力会社ごとのポテンシャル。こ

れはポテンシャルの数字というのをどういうふうに置くかということですが、一定の調査

に基づくポテンシャルを使うのが一つの考え方かと思いますが、その形で案分して算出す

る。 

 各電力会社がどれくらい自分のところではなくて、ほかのところから風力発電の電気を

受け入れられるかというのは、需要規模の比率で案分して出せないかなと。その上で①と

②で風力発電に基づく電力の出と入りのマックス値がわかるので、それを例えば風力発電

の場合、平滑化の効果があるという前提で 80％をかけて、入りが多い①の方の数字が大き

い場合は風力発電の電気が出ていく。受入れの方が多い場合は受け入れられるといったこ

の量を前提として、各電力会社間の連系線コストと各電力会社管内の系統強化コストとい

うのが出せないかなと考えています。 

 勿論そこの需要を変化させることで、この②の数字を変化させることができますので、

対策としては、例えば導入ポテンシャルの多い地域に需要を生み出すという対策もあるの

ではないかと思っています。 

 11 ページに数字は入っていませんが、イメージで書くと、実際の電気量と受入量とその

差し引きが出と入りがそれぞれあって、マックス値が決まって、それに合った系統を考え

るというような議論をするのかなと考えています。これも最終的な結論がこの場なのかど

うかというと、違う場なのかもしれませんが、系統のコストとしてはこういう考え方があ

るのかということで提示させていただきました。 

 最後、太陽光の住宅の配電対策コストは、前回も御議論いただいた数字、参考情報に載

せている３つの対策。柱上変圧器の分割設置、電圧調整装置等の設置、バンク逆潮流対策
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といったものを組み合わせて、それを太陽光の住宅の導入量に応じて試算をするというこ

となのかなと思いましたが、ここで議論があるとすると、ここの下の参考情報でいろいろ

な前提を置いています。 

 例えば①であれば、住宅用太陽光発電５～８件で１台という前提。これ自身が前回の研

究会のときの前提ですので、これ自身も見直す必要があるかと思いますが、基本的な考え

方としては、これらの対策の組み合わせというのでどうかなというのが議論でございます。 

 続きまして、資料４－２、省エネ投資とその効果の算出方法ですが、こういう基本的な

考え方でシナリオごとに算出をしていくことになりますねという確認に近いところもある

のですが、それを１ページ目で書いております。 

 選択肢における省エネのマクロの考え方ということで、今回、報告書では、それぞれ省

エネコストということで、例えば白熱球を LED に変えた場合、または産業用で効率的な省

エネ装置を入れた場合というのを試算しております。マクロの考え方をどうやって出して

いくのかということでございます。エネルギー需要の見通しでは、最初に設定した、この

ままで行ったら、これくらいの需要量というのを推計した上で、省エネ対策を講じていく

とこれくらい需要が減るという試算をするのか一般的と認識しております。 

 ですので、その省エネ対策というものが複数のメニューから成り立っていて、そのメニ

ューをそれぞれどれくらい導入するかによって、省エネの全体の量が決まる。そのときの

コストはと言うと、それぞれに対策単価に対策導入量をかけるというような作業になるの

ではないかと思っております。 

 以下、例えば既存の試算例ということで、環境省の中長期ロードマップでは、ここに挙

げているような試算をして、例えば個別の根拠対策ですが、２ページの右にありますとお

り、家電製品の効率改善で、それぞれこういう対策を打つとこれくらい改善しますと。そ

のときにかかるコストは下の方に対策コストとありますが、これくらいです。これの積み

重ねで出していく。 

 では、具体的な省エネ対策メニューはどういうのがあるのかというのが３ページあるい

は４ページに書かせていただいておりますが、上は総合資源エネルギー調査会で検討され

ている省エネ対策のメニューということで、住宅、ビルあるいは高効率給湯器などが並び、

それぞれについてコストが出され、導入量に応じてマクロのコストが積み上がっていくと

いう考え方。中環審の省エネ対策も同様のものが並んでいる。こういう形で省エネ対策コ

ストは算出されるというのが、資料４－２の整理でございます。 

 以上でございます。 

○石田委員長 ただいまの説明につきまして、御質問、御意見等はございますでしょうか。 

 秋元委員 

○秋元委員 どうもありがとうございます。省エネ投資のところですけれども、以前も申

し上げたと思いますが、非常に民生部門においては、実際に観測される割引率が非常に高

いので、今回の算定では、基本は３％という割引率を使っていますけれども、実際の省エ
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ネは非常に細かいので、省エネ余地が非常に小さいものをたくさん積み上げるのがこの省

エネですから、そうしたときに観測される割引率の中には、例えばこの機器を入れたら省

エネになると思って、もし例えば小さい業務部門のある事業主がそれを調べよと思うと、

調べることにも１日とか時間が取られる。そうすると、そのときの労働時間部分のコスト

がこういうやり方だとそこに入らないんです。 

 ただ、実際には現実にはそういうコストが結構たくさん積み重なって、なかなか導入が

進まない。それも本来はコストですけれども、こういう技術のコストだけを積み上げると、

そういうところが捨象される。エネルギー多消費産業とか大きいところは、１回それをや

ることによって物すごくメリットが大きいので、たとえそういうコストがかかったとして

も、実際にはそれは非常にわずかなわけですけれども、業務部門とか家庭部門などでいく

と、意外とそういうコストは換算すると高くて無視できない。 

 そういうものが積み重なることによって、結果として、我々は社会で観測されるような

割引率というか、技術の普及障壁といいますけれども、そういう普及障壁が非常に大きい

という状況なので、これを単に省エネ投資額と省エネメリットということで、幾ら割引率

を使うかによって、適切な割引率さえ使えばいいんですけれども、割引率が３％とか、そ

ういう低い数字を使ってしまうと、物すごく過大に省エネのメリットがあると言うことに

なって、それは実際に省エネは非常に重要で、そういうところをいかに省エネを実現して

いくかということは課題で、しっかりやっていくべきだと思います。 

 一方で、技術普及障壁は非常に大きいということをよく理解して、ここを計算しないと、

社会に誤ったメッセージを発することになりますので、今後こういう分析をするときは注

意が必要かなと思いますので、その点を指摘したいと思います。 

○石田委員長 荻本委員。 

○荻本委員 系統対策費用についてです。先ほど松村委員が言われた抽象的なのかという

のも３段階あるねという話でいきますと、これはどちらかと言うと２とか３で考えるとい

うイメージになってきております。そこまで考えると、そもそも私自身は３プラスＳとい

うものが基本にあって、そういうことを考えるんですね。それは８ページの５番にコスト

の安い順から入れるというようなことがあるので、何でそんなことを言っているかという

と、トータルで考えないとだんだんわからないところに入ってきているということで、こ

の順番でやると、すぱんと答えが出るというようなことでは恐らくないということをまず

指摘させていただきたい。 

 流通設備は普通、電源に比べて一けた下のコストになるはずです。つまり 10％とか 20％。

ですから、まず電源がどこに立地するのか。どういう種類のものが立地するのかというこ

とが割とはっきりわかってやらないと、何の検討をやっているかがわからなくなってしま

うということがあります。ですから、ここに書いてある手法というのは、こういうやり方

をすれば、何らかの定量的な結果は出てくるというところはいいんですけれども、その前

提となるところをどのタイミングでどう織り込んでいけるかという辺りの方がかなり重要
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かなと思っております。 

 もう一つは 10 ページ、ここにまさにどこにどのくらいの電源を割り当てるかという考え

方が書いてあるんですが、ここをうまくやらないと、機械的にやってある地域にどばっと 

入れてしまうと非常に大きいコストが結果として出てくるようなことになりますので、こ

れはやりながら少し考えるというようなことで、恐らくこの種の検討を具体的にその国レ

ベルでやるということは、ほぼ初めてに近いと思いますから、まずそのトライアルをして

みて、どの程度の結果が出そうなのかということをしっかり値踏みしながら進めていくと

いうことが大切かなと思います。 

 最後に８ページにもう一回戻るんですが、「広域での調整を前提とし」というようなこと

があります。これを前提に簡単なモデルを前提にしないと、恐らく今は解けないという現

実はあるんですけれども、現実はやはり連系線の制約が存在します。ですから、そういう

ところは定量的に出したものを、その含め得ないものについてはちゃんと考慮するという

やり方が必要だなと。中身についてはそのように思いますが、どの場でどの時点でどうい

う人たちがこれをやるかということについては、具体的に事務局でお考えいただきたいと

思います。 

 以上です。 

○石田委員長 笹俣委員。 

○笹俣委員 ありがとうございます。系統増強コストは私自身も非常に興味を持っておる

ところですけれども、これだけだと多分、解に行き着かないだろうなと思うところが多々

あったので、そこだけ御指摘申し上げます。 

 今のお話にも多少かぶりますけれども、単純に賦存量と需要量から案分して、各電力会

社の管区で入りと出を置くというところは、全体最適から結構外れると思います。北海道

には当然ながら、すごくたくさんの好風況地というのがありますけれども、それを関東ま

で持ってくるのが本当に最適なのか。なるべく北海道の中で使ってもらって、その上であ

ふれる分を東北で使ってもらってとか、そういう形にしなければいけませんし、あるいは

この図の中でいきますと、当然ながら、全日本に波及していくわけですけれども、50、60

の壁もまた生じ得て、そういうインフラ投資に伴うコストがどこでやると、どれだけ跳ね

るということを併せて検討していかないと、最もコストの低い設計ができないものだと思

います。これがまず１つ。 

 瞬間的に物すごく、需要と供給のミスマッチがどのくらいの確率分布で起きるのかとい

うところまで見なければいけないので、単純に四則演算の世界ではなくて、いろいろなシ

ミュレーションを数値演算的にやっていかないと、多分解けないんだろうなと。解けない

というのは、全体最適解を見出すことがなかなかできない種類なのではないかという感じ

がいたします。 

 これ自体は私は専門ではないんですけれども、専門的に研究をされておられるような

方々がきっと日本の中にはいらっしゃるのではないかと思うんですが、あるいはそれこそ
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真剣にやっていくべきもので、この委員会の中でやり得るほどシンプルなものではないの

ではないかというところが、やはり正直思うところでございます。かと言って、これは物

すごく重要なことなので、どこかでやるべきではと思うんですけれども、残念ながら、こ

こでは扱い切れないくらい難しい問題ではないかということを申し上げたと思います。 

 以上の２点です。 

○石田委員長 ほかにありますでしょか。 

 ただいまの何点か御指摘を受けましたが、その点について、事務局の方から。 

○国家戦略室 秋元委員の省エネの割引率の件は、以前から御指摘をいただいておりまし

て、省エネの場合は特に一般家庭の場合の割引率が通常のビジネスとは違う。こういった

点を含めて、どのように省エネのマクロの数字も考えていくのかというのは、議論の多少

だと思います。 

 また、荻本委員、笹俣委員の話で、確かに系統の増強の部分と別の前の部分は、それぞ

れ難しさがあって、特に増強の部分などにつきましては、インフラ投資をどこでどれだけ

入れるのか。そのときに確かに需要もどういうふうに配置するのかも含めて考えると、い

ろいろな解があって、それを単純にできないという御指摘もそのとおりだと思っています。 

 これらの試算について、今回この場で御議論をいただいておるのですが、この委員会で

それぞれの数値を出すのかどうかという点につきましては、ほかのそれぞれのベストミッ

クスをやっているようなところとも相談をしながら、結果的に最適なところでやっていく。

例えばこの系統であれば、既に総エネ調とかでも議論が始まっておりますので、それぞれ

の場で最適な情報、知見を使って出していくということになるかと思いますので、今日御

議論をいただいたものを含めて、事務局あるいは政府内で共有をして、その上でエネルギ

ーミックスの最適なコストの考え方を全体として示していければと思っております。 

○石田委員長 どうぞ。 

○国家戦略室 本日はどうもありがとうございます。実はコスト検証報告書をまとめてい

ただいた後、政府の方でかなり説明をする機会をいろいろなところでさせていただきまし

た。 

 実は２つ大事なことがだんだんわかってきて、１点目は先ほど委員の先生方がおっしゃ

った、説明の仕方、提示の仕方であります。いたずらに細分化すると、何を言っているか

わからなくなる。だけれども、ある程度割り切って言うと、実は非常にミスリードになる

という悩みがございます。今回はどう整理をするかですけれども、もともと原子力と火力

だけで電源が構成されているときは非常にシンプルで、ベース的な電源のコストの序列は

どうですか。ミドル的な電源のコストの序列はどうですか。ピーク的な電源の序列はどう

ですかということをシンプルに出したのが今までのコスト検証で、2004 年はそういうこと

で割り切っていたんだと思います。 

 ところが今回、そうしたアプローチは基本としながらも、例えば地熱、小水力、バイオ

マス、コジェネのような操業率が比較的安定をしているような電源の塊という一群があり
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ます。一方で太陽光、風力等々の非常に制御が難しいと呼ばれている電源がございます。

こうした違った性格のものを、先ほどの今まで言ってきたベース、ミドル、ピークのよう

な形で不用意に当てはめると非常にミスリードになるという点。ここをどう整理するかと

いうのを一度、事務局の方でもう一度整理をさせていただきたいと思いますし、先生方の

御意見を一度いただきたいと思います。最後は報告書を読んでくださいという議論ですけ

れども、90 ページに及ぶ報告書を丁寧に読みこなしていただく方々ばかりではありません。

最終的にはそうした、最後は電源のコストの序列はどうでしたということで議論が大体集

約しますので、そこの説明の仕方を含めて御相談をさせていただければ、ありがたいと思

います。 

 御議論のありました電源によっては、幅が出る電源がございます。これも説明が非常に

難しくて、上限、下限でいうと、傾向としては下限を引用される傾向にあります。必ずこ

ちらの説明は、モデルプラントは何基調べて、この分布がこうで、中央値が大体こうなん

だけれども、上限はこうで、下限はこうだという説明はしているんですけれども、そこの

難しさという議論も含めて、ここはもう一度整理をさせていただければと思います。 

 ２つ目は、実はコスト等検証委員会はどこまでやるかという御議論がございましたが、

それに関連した点であります。発電原価といいますか、電源ごとに配賦できる費用につい

ては、論点はないと思います。コスト等検証委員会でやるべき話だと思いますが、特に社

会的費用等にまつわっては、４つくらい恐らく性格の違うコストが混ざっていて、電源ご

とに配賦ができるコスト。実は CO2 はそういう割り切りで今回は計算をさせていただきま

した。 

 ２番目は、電源ごとに配賦することは実は不適切なんだけれども、電源構成ごとに勘案

しなければいけないコスト。この整理になったのは、実は系統安定費用であります。もう

一つは電源構成よりも恐らく別の要素の方がコストを左右するものとして大きいものとい

う分類があります。実はセキュリティーのコストというのは、見ようによっては電源ごと

に配賦できそうなものもあるし、電源構成ごとにセキュリティーのコストは変わるという

見なしをすることもできるし、今日御議論にありましたけれども、あれは電源構成が少々

変わっても、むしろエネルギー構成全体が変わったことの方が大きいんだという見方もあ

ろうかと思います。 

 更に４番目で、セキュリティーのような議論はコストの議論ではないんですというたぐ

いの議論がありまして、実はセキュリティーの議論は今回出させていただいたのは、これ

からエネルギーミックスの選択肢の議論を政府はしなければいけません。必ず出てくるの

は CO2 に対する影響。セキュリティーに対する影響なんです。そうするとセキュリティー

という問題について、個別の電源ごとに配賦して議論をしていくのか。電源構成ごとのも

のだと頭を整理するのか。そうではなくて、もっとエネルギー全体の構成に左右されるも

のだということで議論を立てるのか。あるいはそれはセキュリティーはもう少し高次の概

念であって、コストだけでは割り切れないんだという形で整理をするのかというのは、コ
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スト等検証員会の中の射程は発電コストごとなんですけれども、一度皆様方の御議論も聞

いてみたかったということで、あえて本日は論点を出させていただきました。 

 本日の御議論を聞いていると、CO2 のコストのように、個別の電源ごとに単純に割り合

えるというようなたぐいの議論ではないという御意見が多かったと私は理解をしておりま

す。そうするとセキュリティーの扱いについては、コスト等検証委員会よりも総合エネル

ギー調査会等々で、全体の中で御議論をしていただくことがふさわしいのかもしれません。

そういう点も含めて、事務局の方で一度整理をさせていただければと思います。 

 提示の仕方、発電原価的な扱いができるかどうか迷うコスト等の扱いについて。この２

点を補足させていただきました。ありがとうございます。 

○石田委員長 荻本委員。 

○荻本委員 一言だけ。このレポートのもう一つ重要なアウトプットは、資源量または導

入可能量だと思うんです。安ければいいというものではなくて、ある量にも限りがあると。

是非そこも伝えていけるように。 

○石田委員長 ほかに御意見等々はございますでしょうか。 

 それでは、最後に事務局から今日の議論の結果を踏まえた今後の進め方について、御説

明を願います。 

○国家戦略室 今、国家戦略室の方からお話がありましたとおり、この報告書の本体の提

示の仕方等々については、また随時、御相談させていただければと思います。 

 今回 Call for Evidence でいただいた意見への対応ということで、事務局の方でさせて

いただきましたが、秋元委員からの御指摘もありましたけれども、参考値として示すとい

うこととか、実際の報告書として追記する。現時点では、この報告書を見え消しで変えて

というのは考えておりませんで、例えば今回出たものを何らかの形でまとめて、参考値と

して出すとか、これは新しい知見として入れるという整理があるのかなと思っていますが、

同時にあの中にも書かせていただきましたけれども、新しいデータがもうすぐ出そうで、

それに応じて変えるべきことがあるというのも見えていますので、そういうのもまとめた

形でどういうふうにこの後、この報告書のリバイスというか、新しい情報を追加していく

のかというのは事務局の方でも考えて、また御相談させていただきたいと思います。 

 その上でもう一つ、今日御議論をいただいた系統対策費用、あるいは省エネコスト費用

等々がありますが、先ほども御意見がありましたように、これをこの場でやるのか。それ

とも広くいろいろなところでやられているエネルギー関係の研究会あるいは審議会等での

中でやっていくのかというのは、関係省庁とも調整をして、どの場でやるのが一番ふさわ

しいかを整理した上で、次のアクションを決めていきたいと思っております。 

○石田委員長 ただいま事務局から説明がございましたが、今のような説明の進め方でよ

ろしいでしょうか。 

（「はい」と声あり） 

○石田委員長 それでは、ありがとうございました。そのようにさせていただきたいと存
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じます。 

 本日の議論は以上でございます。最後に事務局から連絡事項があれば、お願いをいたし

ます。 

○国家戦略室 今、申しましたとおりなので、次回どうというのはなく、逆にこれで終わ

りということもわからないので、また適宜進めさせていただきたいと思います。 

○石田委員長 本日も委員の皆様方の貴重なお時間をちょうだいいたしまして、委員長と

して心から御礼を申し上げます。 

 本日の会議を以上で終了させていただきたいと存じます。本日は誠にありがとうござい

ました。 

（終了時刻 15 時 13 分） 

 


